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＜同社の事業が与えるインパクトのマッピング(UNEP FI インパクトレーダー)＞ 

下図によりマッピング内容を可視化した。インパクトカテゴリのうち、黄色塗りされた箇所はバリ

ューチェーン分析により特定されたカテゴリである。また、各事業において想定される PI 及び NI を

インパクトレーダーから抽出している。 

 

 

【中核事業のインパクトマップ】 

 

 

 

 

  



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

 

 

20/30 
 
 

【サブ事業のインパクトマップ】 

A. 同社の事業 

同社の事業における NI の主要なカテゴリとしては、①パン製品製造業における「食糧」「賃金」「資源

強度」「廃棄物」②発電・送電・配電業における「健康および安全性」「水」「気候の安定性」「水域」「大

気」「土壌」「生物種」「生息地」「資源強度」「廃棄物」が抽出されている。①について、同社の展開する

FC ブランド小麦の奴隷ではオリジナルで開発された冷凍生地が工場から届く仕組みをとっている。こ

れは、各店舗で個別に生地づくりを行う場合に比べ、労働時間が短縮されるため生産性が向上すること

や、原材料のロス削減、水使用量の削減にも寄与し「資源強度」「廃棄物」における NI の低減が見込ま

れる。「食糧」「賃金」については関連性が薄いことから特定していない。②について、太陽光発電によ

り「気候の安定性」「大気」の NI 低減および「気候の安定性」「大気」の PI 増大が期待される。その他

の抽出された NI について発電事業の建設・運営・廃棄にあたっては各種法令等への対応について適切

に対処を行う方針であり、関連性が薄いことから特定していない。 

 

B. 川上の事業 

 川上の事業における NI の主要なカテゴリとしては、「賃金」「大気」「資源強度」「廃棄物」が抽出され

ているが、同社の活動による影響力は僅少であり特定していない。 

 

【サブ事業のインパクトマップ】 
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（3） インパクトニーズの確認 

A. インパクトカテゴリと SDGs(およびサステナビリティ方針)の関連性 

下図によりインパクトカテゴリと SDGs の関連性を以下の通り可視化した。バリューチェーン分析

(主活動及び管理部門)とインパクトレーダーによるマッピングを通じ、取り組み内容を網羅的に整理し

ている。 

 

（a） バリューチェーンでのマッピング 
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（b） 北海道健誠社のインパクト 

以下ロジックモデルを基に、北海道健誠社のインパクトを整理する。六つの資本(財務、製造、

知的、人的、社会・関係、自然)の投下により事業を行い、アウトプットとして①余暇時間②高品

質・衛生的なリネン③感染性産業廃棄物の抑制④経済的且つ高水準な幼児教育の提供⑤ワー

クライフバランスの充実⑥高齢者や障がい者の自立支援⑦再生可能エネルギーの供給⑧働き

がいのある職場環境を創出し、アウトカムとして①余暇時間の増加②循環経済の促進③健康で幸

福な人々の増加④再生可能エネルギーの活用拡大による GHG の抑制⑤働きがいの向上がもたら

される。ここで言及するインパクトとは、環境/社会/経済に与える変化もしくはアウトカムその

ものと定義する。 

また、インパクトのうち、事業別の売上構成、ビジネスモデル及びインパクトレーダーによるマ

ッピング結果から、より重要なものとしてコア・インパクトを特定する。 

 

＜ロジックモデルによる整理＞ 

 

 

・インプットの内容(六つの資本)の概要 

① 財務資本： 安定したキャッシュフロー創出による経営資源への分配 

② 製造資本： 高性能な洗浄・仕上設備、再生可能エネルギー発電設備 

③ 知的資本： 公衆衛生・品質管理・クリーニング技術に係るノウハウ、 

④ 人的資本： 多様なバックグラウンドを持つ人材、国家資格取得者の在籍 

⑤ 社会/関係資本： 取引先・地域社会からの信頼 

⑥ 自然資本： エネルギー、水などの自然資源 
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＜インパクトの整理＞ 

➢ リネンサプライ事業拡大を通じた健康衛生とサーキュラーエコノミーへの貢献：コア・

インパクト 

北海道健誠社は、『「社会貢献」と「利益追求」は矛盾しない』という経営方針のもと、

法人向けクリーニング事業を中核として社会課題解決に取り組んでいる。特にリネンサ

プライ事業は高品質な衛生管理で病院や各種施設の感染予防等に貢献し、社会全体の健

康維持を支えている。また、病院・介護福祉向けリネン、ホテル・宿泊施設向けリネン、

サージカルリネン(手術用リネンリユース)の各事業を中心に拡大していくことで循環型

社会形成への貢献を目指しており、コア・インパクトとして特定した。 

 

➢ 環境負荷低減への取り組み 

北海道健誠社は 2007 年のバイオマスボイラー工場設置に始まり、従来から積極的に

環境配慮経営を実践し、クリーニング事業で使用するエネルギーはほぼバイオマスエネ

ルギーで賄うなど取り組みが進んでいる。今後、CO2 排出量の可視化と削減目標の策定

を行うと共に、継続した省エネ活動や設備更新投資、業務工程の改善活動への取り組み

も等環境負荷低減に向けた各種取り組みを進める方針にあり、インパクトとして特定す

る。 

 

➢ ダイバーシティの推進 

北海道健誠社はダイバーシティ経営を標榜し、障がい者や女性が活躍できる環境づく

りに早くから取り組んでおり、今後も、同社の中核戦略として推進する方針にある。加

えて、自社のみならず地域における障がい者雇用を促進するために、他社に対して積極

的にノウハウを提供し、地域のダイバーシティの牽引役を担うとしている。具体的には

中小企業家同友会等のコミュニティ内で複数社に対し、ヒアリングや当該企業への訪問

を行い課題の棚卸と解決に向けたアドバイスの提供、自社への見学受け入れ等を開始す

る予定である。自社だけでなく地域全体での包摂的な社会実現に向けて活動を進める方

針だ。女性活躍の推進においては企業主導型保育園にて実施する、6 歳以降の子供へのサ

ークル活動・体育指導の取り組みの更なる強化（小学生の終業後のサークル活動拡大や教育

活動の実施など）と、より柔軟な勤務体系の強化に取組み、子供が小学校に上がった際にも

離職をせず働きやすい環境づくりに取り組んでいく方針である。このように更にダイバーシ

ティ経営を推進していく意向でありインパクトとして特定した。 
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B. 日本におけるインパクトニーズ 

下図は、「SDGs インデックス＆ダッシュボード 2024」を参照したものであり、SDGs の 17 の目標

別に日本の達成度を表している。「緑は目標達成」、「黄は課題が残っている」、「橙は重要な課題が残って

いる」、「赤は主要な課題が残っている」としている。 

北海道健誠社のインパクトに対する SDGs のゴールは「３,8,12,13」であり、日本のインパクトニー

ズに概ね整合していると判断できる。とりわけ「12,13」は主要な課題が残っているもの、「8」は重要

な課題が残っているもの、「3」は課題が残っているものであり、特定されたインパクトは有意義である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出展：SDSN より】 

  

：北海道健誠社のインパクトに関連するゴール 
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C. 北海道におけるインパクトニーズ 

北海道健誠社の主な事業エリアである北海道は、「北海道 SDGs 未来都市計画」を策定しており、

SDGs のゴールとそれに紐づく KPI を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 
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北海道 SDGs 未来都市計画において、「2030 年のあるべき姿」の実現に向けた、特に優先的に取り組む

べき課題が共有されている。加えて北海道総合政策部計画局推進課による「北海道 SDGs 推進ビジョン」

においても北海道の課題が整理されている。今回特定したインパクトに対する SDGs のゴールは、これら

とも概ね整合しており、北海道においても重要度が高いものと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典：北海道総合政策部計画局推進課「北海道 SDGs 推進ビジョン」】 
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（4） 北洋銀行グループが認識する社会課題との整合性 

北洋銀行グループは、「お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日をきりひ

らく」という経営理念と行動規範に基づく企業活動を通じて、全てのステークホルダーと地域社会・環

境の持続的発展に貢献するとともに、当行グループの中長期的な企業価値の向上と持続的経営の実現に

努めることをサステナビリティ方針として掲げている。 

本評価書で特定した北海道健誠社のインパクトは、北洋銀行のサステナビリティ方針と全体的に整合

的である。とりわけ、ESG 取組方針の「１．環境方針」「２．社会貢献方針」、SDGs に係る重点テーマ

の「１．お客様との共通価値の創造」「２．環境保全」「５．ダイバーシティ」及び環境・社会に配慮し

た投融資方針の「１．環境・社会にポジティブな影響を与えると考えられる事業に対する取組方針」に

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北洋銀行 提供】 
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3. インパクトの評価 

特定されたインパクトに対し、インパクトの種類(PI(ポジティブインパクト)の創出可能性、NI(ネガ

ティブインパクト)の低減・管理)、インパクトカテゴリ、関連する SDGs、内容・対応方針及び目標と

KPI を整理する。 

 

リネンサプライ事業拡大を通じた健康衛生とサーキュラーエコノミーへの貢献：コア・インパクト 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境面/社会面において PI を増大 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

PI：資源とサービスの入手可能性・アクセス可能性・手頃さ・品質（健康

と衛生）、サーキュラリティ（資源強度、廃棄物） 

関 連 す る S D G s  
 

 

取 り 組 み 内 容 衛生的かつ高品質なリネンの供給・再利用を通じた循環型社会形成への貢献 

目 標 ・ K P I 

（a） サージカルリネン(手術用リネンリユース)事業の売上高を 2030

年 5 月期までに 235 百万円とする 

※2024 年 5 月期実績：20 百万円 

（b） 病院・介護福祉施設およびホテル・宿泊施設向けリネン事業の売

上高を 2030 年 5 月期までに 1,450 百万円とする 

※2024 年 5 月期実績：1,108 百万円 

 

 

  環境負荷低減への取り組み 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境面において NI を低減 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

NI：気候の安定性 

関 連 す る S D G s  
 

 

取 り 組 み 内 容 
継続した省エネ活動や設備更新投資、業務工程の改善活動への取り組み等に

よる CO2 排出量の削減 

目 標 ・ K P I 
2025 年 5 月期中に CO2 排出量(scope1・2)の算定を行い、2029 年 5 月

期までに 2024 年 5 月期対比で 5％以上削減する。 
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  ダイバーシティの推進 

イ ン パ ク ト の 種 類 社会面において PI を増大 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

PI：生計（雇用） 

関 連 す る S D G s  
 

 

取 り 組 み 内 容 

① 旭川管内における障がい者雇用を促進するために他社に対して積極的

にノウハウを提供することによる、多様性・包摂性のある社会実現への

貢献 

② 柔軟な勤務体系の強化による女性活躍の推進 

目 標 ・ K P I 

① (a)2030 年まで自社の障がい者雇用率 30％超を維持する 

※2024 年 5 月期実績 34.6％、99 人 

(b)2030 年までに旭川公共職業安定所管轄区域における民間企業の 

障がい者雇用率を 3.00％以上とする1 

  ※令和５年６月１日現在実績 2.88％ 

② 2030 年まで役職者に占める女性比率 30％以上を維持する 

※2024 年 5 月期実績 31.8％ 

 

 

 

4. インパクトのモニタリング 

北海道健誠社は、代表取締役を最高責任者として主要事業の棚卸を行い、インパクトの特定、取り組

み内容・対応方針や目標・KPI を設定した。 

本件で設定した目標・KPI の進捗状況については、北海道健誠社と北洋銀行及び株式会社北海道共創

パートナーズが少なくとも年に 1 回は定期的に情報共有を行い、北洋銀行がその達成状況や課題をモニタ

リングするとともに、必要に応じて課題解決に向けた提案を行う。 

 

 

5. 情報開示 

モニタリング関連の情報開示は、北洋銀行および株式会社北海道共創パートナーズが定める「コミュニケ

ーションサポートシート」もしくはその内容に準拠するものを活用し、北洋銀行または株式会社北海道

共創パートナーズのホームページにて行うこととする。 

 

1 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、常時雇用する従業員の一定割合以上の障がい者の雇用義務

がある事業主等を分母とする。目標は実績比＋50 人程度の水準。詳細は以下、厚生労働省資料参照。 

＜https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-hellowork/content/contents/001691787.pdf＞ 

http://#
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留意事項 

１． 本評価書の内容は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズが現時点で入手可能な公開情報

に加え、北海道健誠社から提供された情報や同社への事業に関するヒアリングを通じて収集した情報に基づい

て、現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブ要素の成果及びネガティブ要

素の低減等を保証するものではありません。 

２． 本評価を作成するために活用した情報は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズがその裁量に

より信頼できると判断したものではあるものの、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではあ

りません。北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、これらの情報の正確性、適時性、網羅性、

完全性及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問わず、何ら表明または保証する

ものではありません。 

３． 本評価書に関する一切の権利は北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズに帰属します。評価書

の全部または一部を自己使用の目的を超えての使用（複製、改変、翻案等を含む）は禁止されています。 
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担当アナリスト：左近充 直人 

 

格付投資情報センター（R&I）は北洋銀行が北海道健誠社に対して実施するポジティブインパクトファイナンスに
ついて国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF 原則）に適合し
ていることを確認した。 

R&I は別途、北洋銀行のポジティブインパクトファイナンス実施体制が PIF 原則に適合していることを確認してい
る1。今回のファイナンスに関して北洋銀行および北海道共創パートナーズの調査資料の閲覧と担当者への質問
を実施し、実施体制の業務プロセスが PIF原則に準拠して適用されていることを確認した。 

北洋銀行が実施するインパクトファイナンスの概要は以下のとおり。 
 

(1) 対象先 

社名 株式会社北海道健誠社 

所在地 北海道旭川市 

設立 1992年 6月 

資本金 50百万円 

事業内容 病院用寝具類のリース、ホテルリネンサプライ、介護福祉リネンサプライ、手術専用リネンのリ

ユースサービス、ホームクリーニング、企業主導型保育事業、フランチャイズベーカリー、フラ

ンチャイズカフェ 

売上高 1,625百万円（2024年 5月期） 

社員数 286名（2024年 6月現在） 

 

(2) インパクトの特定 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは対象先の事業内容や活動地域等についてヒアリングを行い、バリ
ューチェーンの各段階において発現するインパクトを分析し、特定したインパクトカテゴリを SDGs に対応させてイ
ンパクトニーズを確認した。また、当社の事業活動が影響を与える地域におけるインパクトニーズとの整合性につ
いて、持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）が提供する SDGダッシュボードなどを参照し確認した。 

 

(3) インパクトの評価 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは特定したインパクトの実現を測定できるようインパクトの内容を整
理して KPI を設定した。ポジティブインパクトは SDGs達成に寄与する取り組みとして追加性があると判断した。ま
た、北洋銀行が掲げる重点課題（マテリアリティ）と方向性が一致することを確認した。 

 

 

 
12022 年 9月 28日付セカンドオピニオン「北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス実施体制」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2022/09/news_release_suf_20220928_jpn_3.pdf  

http://#
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① リネンサプライ事業拡大を通じた健康衛生とサーキュラーエコノミーへの貢献 

インパクトの種類 環境的側面、社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトカテゴリ 「資源とサービスの入手可能性・アクセス可能性・手頃さ・品質（健康と衛生）」、「サー

キュラリティ（資源強度、廃棄物）」 

関連する SDGs  

 

 

内容・対応方針 衛生的かつ高品質なリネンの供給・再利用を通じた循環型社会形成への貢献 

目標と KPI ① サージカルリネン(手術用リネンリユース)事業の売上高を 2030 年 5 月期までに

235百万円とする 

※2024年 5月期実績：20百万円 

② 病院・介護福祉施設およびホテル・宿泊施設向けリネン事業の売上高を2030年

5月期までに 1,450百万円とする   

※2024年 5月期実績：1,108百万円   

 

② 環境負荷低減への取り組み 

インパクトの種類 環境的側面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトカテゴリ 「気候の安定性」 

関連する SDGs  

 

 

内容・対応方針 継続した省エネ活動や設備更新投資、業務工程の改善活動への取り組み等による

CO2排出量の削減 

目標と KPI 
2025 年 5 月期中に CO2 排出量(scope1・2)の算定を行い、2029 年 5 月期までに

2024年 5月期対比で 5％以上削減する 

 

③ ダイバーシティの推進 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトカテゴリ 「生計（雇用）」 

関連する SDGs  

 

 

内容・対応方針 ① 旭川管内における障がい者雇用を促進するために他社に対して積極的にノウハウ

を提供することによる、多様性・包摂性のある社会実現への貢献 

② 柔軟な勤務体系の強化による女性活躍の推進   

目標と KPI 

① (a)2030年まで自社の障がい者雇用率 30％超を維持する 

※2024年 5月期実績 34.6％、99人 

(b)2030 年までに旭川公共職業安定所管轄区域における民間企業の障がい者

雇用率を 3.00％以上とする  

※令和 5年 6月１日現在実績 2.88％。障害者の雇用の促進等に関する法律 

に基づき、常時雇用する従業員の一定割合以上の障がい者の雇用義務 

がある事業主等を分母とする。目標は実績比＋50人程度の水準。 

② 2030年まで役職者に占める女性比率 30％以上を維持する 

※2024年 5月期 実績 31.8％ 
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(4) モニタリング 

北洋銀行は対象先の担当者との会合を少なくとも年に 1回実施し、本 PIFで設定した KPIの進捗状況につい
て共有する。日々の営業活動を通じた情報交換も行い対象先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

 

以 上  
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